
品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型） 交付要綱

制定 令和２年６月１８日区長決定 要綱第１３２号

（ 目的）

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症（ 以下「 感染症」 という。） により

区内中事業者の多くが売上に影響等がでている現状を踏まえ、感染症により事業に

影響を受けた区内中小企業が、その危機を乗り越えるためまたは対策を図るために

前向きな投資を行いながら販路拡大に取り組む経費の一部を品川区販路拡大支援助

成金（ コロナ特別対応型） として交付することにより、区内中小企業等の地域産業

の活性化を図ることを目的とする。

（ 助成対象者）

第２条 助成金の交付を受けることができる者は、事業税および法人都民税 (個人に

あっては特別区民税・都民税または市町村民税)を滞納していない者であって、かつ、

区内に事業所を置く中小企業基本法（ 昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定す

る中小企業者その他区長が認める法人または組合とする。ただし、次のいずれかに

該当する企業（ みなし大企業） および区長が別に定める業種を除く。

(１ ) 一つの大企業（ 中小企業以外の者） が発行済み株式総数または出資総額の２

分の１以上を単独に所有または出資している企業

(２) 複数の大企業が発行済み株式総数または出資総額の３分の２以上を所有また

は出資している企業

(３) 役員の半数以上を大企業の役員または職員が兼務している企業

(４) その他大企業が実質的に経営に参画していると考えられる場合

（ 助成金の交付対象事業および対象経費）

第３条 助成金の交付対象となる事業（ 以下「 助成対象事業」 という。） および

経費（ 以下「 助成対象経費」 という。） は、別表に定めるもののうち区長が必要

かつ適当と認めるものとする。

２ 国、東京都、民間団体等が行う同様の助成に対して、本助成金は重ねて交付できない

ものとする。

（ 助成金の額）

第４条 助成金の額は、別表に定めるとおりとする。

（ 助成金の交付申請）

第５条 助成金の交付を受けようとする者は、助成金交付申請書（ 第１号様式）に

より区長に申請しなければならない。

（ 助成金の交付・ 不交付決定）

第６条 区長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査し、予算の

範囲内で助成金の交付の可否および額を決定し、助成金交付決定通知書（ 第２号

様式） または助成金不交付決定通知書（ 第３号様式） により当該申請者に通知す

る。

（ 助成事業の変更等）

第７条 助成金の交付決定を受けた者（ 以下「 交付対象者」 という。） は、助成対

象事業の内容および経費の変更、または助成対象事業を中止しようとするときは、

あらかじめ助成対象事業中止（ 変更）承認申請書（ 第４号様式）を区長に提出し、

承認を受けなければならない。ただし、助成対象経費の20％以内の額の変更につ



いては、この限りではない。

２ 区長は、前項の申請書が提出されたときは、当該申請書の内容について審査し、

適当と認める場合には、交付対象者あてに中止（ 変更） 承認通知書（ 第５号様式）

により通知するものとする。

（ 助成事業遅延等の報告）

第８条 交付対象者は、助成事業が予定の期間内に完了することができないと見込

まれるときは、速やかに書面を区長に提出し、その指示を受けなければならない。

（ 状況報告）

第９条 交付対象者は、区長の求めがあったときは、助成対象事業の遂行状況につ

いて、指定する日までに書面により区長に報告しなければならない。

（ 実績報告）

第10条 交付対象者は、助成事業が完了したとき（ 助成事業の中止の承認を受けた

ときを含む。）または助成金の交付決定の日の属する会計年度が終了したときは、

速やかに領収書（ 写） 等必要書類を添付の上、実績報告書（ 第６号様式） を区長

に提出しなければならない。ただし、区長が提出を要しないと認めたときは、こ

の限りではない。

（ 助成金の額の確定）

第11条 区長は、前条の規定による実績報告書が提出されたときは、速やかに内容

を審査し、助成事業等の成果が助成金交付決定の内容およびこれに付した条件に

適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、助成金交付確定通知

書（ 第７号様式） により当該交付対象者に通知するものとする。

（ 助成金の請求）

第12条 前条の規定により助成金額確定通知書を受けた交付対象者は、指定期日まで

に請求書(第８号様式)により助成金の交付を区長に請求しなければならない。

２ 区長は、前項の請求を受けたときは、速やかに助成金を交付するものとする。

（ 決定の取消し）

第13条 区長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当した場合には、助成金の

交付決定の全部または一部を取り消すことができる。

⑴ 申請年度の末日までに第２条に規定する要件を満たさなくなったとき。

⑵ 偽りその他の不正な手段により助成金の交付を受けたとき。

⑶ 助成金を他の用途に使用したとき。

⑷ 助成金の交付決定の内容またはこれに付した条件その他法令に違反したとき。

（ 助成金の返還）

第14条 交付対象者は、前条の規定により助成金の交付決定の全部または一部を取

り消された場合において、当該取消に係る部分について既に助成金の交付を受け

ているときは、直ちに助成金を返還しなければならない。

（ 助成金の経理等）

第15条 交付対象者は、助成事業に係る経理について収支の事実を明らかにした証

拠書類を整理し、かつ、これらの書類を助成事業者が行う助成事業が完了した日

の属する会計年度の終了後５年間保存するものとする。

（ 取得財産等の管理および処分）

第16条 交付対象者は、助成事業により取得し、または効用の増加した財産（ 以下

「 取得財産等」 という。） について台帳を設け、その管理状況を明らかにしなけ

ればならない。

２ 交付対象者は、取得財産等については、助成事業の完了後においても、善良な



管理者の注意をもって管理し、助成金の交付目的に従って使用しなければならな

い。

３ 交付対象者は、取得財産等を助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交

換し、貸し付け、取り壊し、または担保にしようとするときは、取得財産等処分

承認申請書（ 第９号様式） をあらかじめ区長に提出し、その承認を受けなければ

ならない。ただし、当該取得財産等が「 減価償却資産の耐用年数等に関する省令」

（ 昭和40年３月31日付号外大蔵省令第15号） に規定する年数を経過している場合

は、この限りでない。

４ 区長は、前項の規定により承認を受けた交付対象者が当該取得財産等を処分す

ることにより収入があり、またはあると見込まれる場合は、交付した助成金の全

部または一部に相当する金額を納付させるものとする。

（ 検査）

第17条 交付対象者は、区長が助成対象事業の運営および経理等の状況について検

査を求めた場合または助成対象事業について報告を求めた場合は、これに応じな

ければならない。

（ 準用）

第18条 この補助金の交付に当たっては、この要綱に定めるもののほか、品川区補

助金等交付規則（ 昭和39年品川区規則第４号）に定めるところによるものとする。

（ 委任）

第19条 この要綱に定めるもののほか、運用に必要な事項は地域振興部長が定めるもの

とする。

付 則

この要綱は、令和２年４月１日から適用する。



別表（第３条、第４条関係）

助成対象 具体的内容 助成対象経費 助成金額

新型コロナウイルス感染症によ
り影響を受けた区内中小企業
が、その危機を乗り越えるため
もしくは対策を図るために前向
きな投資を行いながら販路拡
大に取り組む経費の一部を助
成する。

区内中小事業者 助成対象経費の5分の４
（限度額20万円）とし、審査
により決定する。（千円未
満の端数切捨て）

① 機械装置および設置費等
② 広告費
③ 展示会等出展経費
④ 委託費
⑤ 外注費
⑥ 業態転換に係る経費
⑦ その他区長が認める経費



第１号様式（ 第５ 条関係）

年 月 日

品 川 区 長 あて

所在地

企業名

代表者

(肩書きおよび氏名 )

品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型） 交付申請書

品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型） 交付要綱第５ 条の規定に基

づき、 下記のとおり助成金の交付を申請します。

記

（ １ ） 実施交付対象事業名

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

（ ２ ） 実施計画書 別紙（ 様式1-1） のとおり

（ ３ ） 助成対象経費総額および助成金交付申請額

① 助成対象経費総額（ 税抜） 円

② 助成金交付申請額（ 税抜） 円

（ ４ ） 助成対象経費内訳 別紙（ 様式1-2） のとおり

担当

所属

電話

E-mai l  

捨印

代表者印



様式１－1

事業実施計画書

事 業 名 品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型）

実 施 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日

申 請 者

（ 名称）

（ 所在地）

（ 資本金） 万円 （ 従業員数） 名

（ 品川区内に主な事業所を開設した年） 年

（ 業種)

（ 事業内容・ 取扱品目）

今回申請する

事業タイト ル

新型コロナウ

イルス感染症

により受けた

影響と現状の

課 題

※ 新型コロナウイルス感染症により 受けた影響と 現状の課題を記入し てく ださ い。

具体的な

取組内容

※ 新型コロナウイルス感染症対策もし く は販路開拓等の取組内容を必ず記入し てく ださ い。

助成事業の

期待する効果

（効果については

できるだけ詳細に

ご記入ください。）

※ 販路開拓等の取組を通じ て、 どのよう に生産性向上につながるかを必ず記入し てく ださ い。

助成対象経費

総 額
円（ 税抜金額）

※ 行が足りない場合は複数ページに渡って記入してく ださい。



様式１－２

経費内訳書 事業名「 販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型） 」

単位： 円

No. 助成対象経費 数量 利用目的・ 用途等

1 円 円 円

2 円 円 円

3 円 円 円

4 円 円 円

5 円 円 円

6 円 円 円

7 円 円 円

8 円 円 円

9 円 円 円

10 円 円 円

円 円 円

金　　額（ 税込）金　　額（ 税抜）単　価（ 税抜）

合　計



第２号様式（ 第６条関係）

第 号

年 月 日

様

品川区長 □印

品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型）

交付決定通知書

年 月 日付で申請のあった助成金について、下記のとおり交付す

ることを決定したので通知します。

記

１．助成事業名

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

２．助成金交付決定額

金

額

千 百 十 万 千 百 十 円



第３号様式（ 第６条関係）

第 号

年 月 日

様

品川区長 □印

品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型）

不交付決定通知書

年 月 日付で申請のあった助成金について、下記のとおり

不交付とすることを決定したので通知します。

記

１ ． 助成金不交付となった事業名

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

２ ． 理由



第４号様式（ 第７条関係）

年 月 日

品 川 区 長 あて

所在地

事業者

代表者

（ 肩書きおよび氏名）

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

中止（ 変更） 承認申請書

年 月 日付第 号で交付決定通知のあった助成事業を下記のと

おり中止（ 変更） したいので、品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型）

交付要綱第７条の規定に基づき申請します。

記

１ 実施事業名

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

２ 中止（ 変更） の理由

代表者印

代表者印



第５号様式（ 第７条関係）

第 号

年 月 日

様

品川区長 □印

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

中止（ 変更） 承認通知書

年 月 日付で中止（ 変更） 承認申請のあった助成事業について下

記のとおり承認します。

記

承認内容

１ 交付対象事業名

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

２ 別添「 助成事業中止（ 変更） 承認申請書」 のとおり

３ 付帯条件



第６号様式（ 第１０条関係）

年 月 日

品 川 区 長 あて

所在地

事業者

代表者

（ 肩書きおよび氏名）

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

助成金実績報告書

年 月 日付 第 号で交付決定通知のあった助成事業について、

品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型）交付要綱第１０条の規定に基づき、

下記のとおり報告します。

記

１．実施事業名

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

２．助成対象経費総額

３．助成金額

４．助成事業の実績報告 （ １） 助成事業実施内容および成果 別紙（ 様式６－１）

（ 注） 助成事業の成果および今後の展開等を明らかに

するための報告書を添付すること。

（ ２ ）助成事業収支決算書 別紙（ 様式６－２）

（ 注） 領収書等支払金額の確認できる書類を添付して

く ださい。

担 当

連絡先

電 話

‐Ｅ mai l

代表者印

代表者印



様式６－１

助成対象事業名

事業者（ 申請者）

事業実施期間

事業の実施成果

完了報告書

　助成事業による生じた効果・ 内容について説明してく ださい。助成事業に
ついては適宜図面、写真等を使い説明してく ださい。ここに書ききれない場
合は、「 別紙のとおり」 と明記し、別紙で添付してください。

助成交付決定額

事業に要した総経費

助成対象経費

助成金額

\

\

\

※今後の展開や課題についてご記入ください

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

　　　　年　月　日　　～　　年　月　日

今後の展開



様式６－２

単位： 円

No. 助成対象経費 数量 利用目的・ 用途等

1 円 円 円

2 円 円 円

3 円 円 円

4 円 円 円

5 円 円 円

6 円 円 円

7 円 円 円

8 円 円 円

9 円 円 円

10 円 円 円

円 円 円

金　　額（ 税込）

合　計

金　　額（ 税抜）単　価（ 税抜）

収支決算書

助成対象経費の内訳：

助成対象事業： 品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）



第７号様式（ 第１ １条関係）

第 号

年 月 日

様

品川区長 □印

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

助成金交付確定通知書

年 月 日付第 号で通知した助成金交付決定について、下記の

とおり交付金額を確定したので通知します。

記

１．助成事業名

品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）

２．助成金交付確定額

金

額

千 百 十 万 千 百 十 円



第８号様式（ 第１２条関係）

請 求 書

交付対象事業名「 品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）」

年 月 日

品川区長 あて

年 月 日付 第 号で交付確定通知のあった助成金について、品川

区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型） 助成金交付要綱第１ ２ 条の規定に

基づき、 上記のとおり請求します。

所在地

事業者

代表者

（ 肩書きおよび氏名）

支払金口座振替依頼書

銀 行

信用金庫 支 店

信用組合

預金種別 １ .普通 ２ .当座

口座番号 ←右詰めで記入してください
フリガナ

口座名義

電話番号

（ 太枠の中は全てご記入願います）

品川区から私に支払われる「 品川区販路拡大支援助成事業（ コロナ特別対応型）」

は、上記の口座に口座振替の方法をもって振り込んでください。

なお、振込手続き終了の通知は不要です。

令和 年 月 日

品川区長 あて

名称（ 事業者名）

代表者（ 肩書きおよび氏名）

金

額

百 十 万 千 百 十 円

代表者印

代表者印



第９号様式（ 第１６条関係）

年 月 日

品川区長 あて

所在地（ 〒 ）

企業名

代表者役職・ 氏名 印

品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型） に係る取得財産等処分承認申請書

品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型） により取得した取得財産等の処分に

ついて、品川区販路拡大支援助成金（ コロナ特別対応型） 交付要綱第16条第3項の規定

により、下記のとおり申請する。

記

１ 処分予定の取得財産等に係る補助事業の名称

２ 処分予定の取得財産等の品目及び取得年月日

３ 処分予定の取得財産等の取得価格（ 効用の増加した価格） 及び時価

４ 処分予定の取得財産等の設置場所

５ 処分予定方法

６ 処分予定理由


